
（参考）化学産業の現況・市場・今後の動向

化学産業は、雇用８６万人を支え、出荷額は約４０兆円（全製造業の約１４％）、付加価値額は
約１５兆円（全製造業の約１７％）を誇る（いずれも輸送用機械器具製造業に次ぐ第２位。）。ま
た、自動車や電子機器など様々な分野に必要不可欠な素材を供給する、我が国の基盤産業。

世界の主要化学企業に比べ小規模・低収益な我が国の化学企業は、基礎・汎用石油化学部門
の縮小・最適化を図りつつ、高付加価値な機能性化学品を強化し、海外の需要獲得と新たな分
野の開拓が求められている。

我が国化学企業の収益率は低い 91（出所：各社ＨＰ等）

化学企業の売上高と営業利益の比較（２０１３年） 化学産業の貢献

電子材料

モビリティ

エネルギー

食品

【リチウムイオン電池】【液晶ディスプレイ】

【鮮度保持フィルム】【低燃費タイヤ原料（Ｓ－ＳＢＲ）】



我が国機能性素材産業の課題への対応・今後の政策の方向性

 我が国の機能性素材産業（※）は、これまで顧客と綿密なすり合わせを行うことで、高い競争力を維持してき
た。また、機能性素材の世界市場規模は約1,500億ドルであり、今後も５％前後の高い潜在的成長率が見込
まれる。
※独自技術により材料に特殊な機能を持たせることで、その素材を利用した製品の付加価値向上を実現する素材産業。

Ex）リチウムイオン電池材料、液晶ディスプレイ材料、半導体材料、炭素繊維、セルロースナノファイバー 等

 一方で、近年は、新興国企業を含む多くのプレーヤーが市場参入し、一部で競争が激化。中国や韓国といっ
た新興国でも、基礎研究に注力しているほか、欧米企業を中心として、「自前主義」に捉われない研究開発が
進められており、製品自体のライフサイクルもこれまで以上に短期化している。

 こうした厳しい経営環境を乗り越えるためには、①経営資源の大胆な「選択と集中」等による戦略的な事業展
開、②オープンイノベーションの推進等による新たな素材の創出強化、③次世代を担う人材育成、④国際的な
競争力強化のための事業環境の整備等が必要であり、機能性素材産業の新たな政策展開について、検討を
進めていく。

【素材別の世界市場規模と今後５年間の成長率予測】

【ＮＥＤＯ技術戦略研究センター作成］
［検索ツール：Web of science Core Collection（1981‐2014）］

［みずほ銀行産業調査部作成］

「フィルム」論文発表国TOP10

92



我が国炭素繊維産業の課題への対応・今後の政策の方向性

 エネルギー消費量やＣＯ２の排出量の削減に向けて、炭素繊維は軽い（比重：鉄の約１／４）、
強い（比強度：鉄の約１０倍）、硬い（比弾性率：鉄の約７倍）、錆びないなどの性質を持つことか
ら、各産業での適用拡大が期待されている。我が国企業が過半以上のシェアを有している。

 我が国の炭素繊維の成形・加工技術や装置開発は未成熟であることから、成形・加工関連企
業が十分でないため、材料から組立までに至る国内サプライチェーンの構築が必要。

 現在の炭素繊維製造方法では製造時の消費エネルギーが大きく、生産量に限界があるため、
新たな製造プロセス技術の開発が必要。

○成形・加工分野の中堅企業育成

グローバル市場（米国・欧州）への進出を視野に入れ、その前段
階として熱可塑性ＣＦＲＰ技術開発予算を活用し、国内サプラチェー
ンを構築する中で、成形・加工技術の蓄積と装置の開発を推進す
る。

○生産性の高い炭素繊維の開発
製造時のエネルギー削減等により、生産性の高い炭素繊維製造

工程を開発する。

○国際的なビジネス展開の支援

国際展示会の場を活用して、国内炭素繊維関連企業の総合的な
ブースを設置し、日本企業と海外の最終ユーザー等とのビジネス
マッチングを支援する。

○国際標準化の推進

素材、部材及び成形・加工技術の開発と平行し、我が国の成形・
加工技術にマッチした部素材の国際標準化を推進する。

対応策 炭素繊維製品の需要ポテンシャル
（2011年から2020年までの市場規模増加割合）

航空宇宙

２２０億円(２０１１年)
↓
５５０億円(２０２０年)

約２．５倍

土木建築

５４億円(２０１１年)
↓
２５２億円(２０２０年) ６８億円(２０１１年)

↓
３００億円(２０２０年)

約４．４倍

風力発電

２１５億円(２０１１年)
↓
８９０億円(２０２０年)

約４．１倍

自動車

７０億円(２０１１年)
↓
９１０億円(２０２０年)

約１３倍

炭素繊維
２０２０年
市場規模４，５００億円

約４．７倍 圧力容器
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セルロースナノファイバーとは、木質バイオマス（木材チップ等）から化学的、機械的処理により結
晶性セルロースファイバーを取り出したものであり、直径約４ナノメートル（１０億分の１メートル）、
長さ５マイクロメートル（１００万分の１メートル）以上の繊維状物質。

 これを成形したものは、鋼鉄の１／５ほどの軽さで、鋼鉄の５倍以上の強度があり、熱膨張はほと
んどない。また、プラスチックを強化する繊維としての利用も検討されている。

セルロースナノファイバーの開発は、京都大学、東京大学を中心として、日本が先行していたが、
近年は世界中で活発化。特に北欧、アメリカ、カナダ等の海外勢の追い上げが著しい。

産学官連携の場として２０１４年６月に設置された「ナノセルロースフォーラム」等により、事業化に
向けた共同研究や国際標準化にオールジャパンで取り組み、国際競争力を強化していく。

セルロースナノファイバーの課題への対応・今後の政策の方向性

用途展開

成形品：

自動車部品（ボンネット、ドア、バンパー等の外装材や
ダッシュボード等の内装材）、電気製品（外装材）等
フィルム：

食品包装材、液晶ディスプレイ用フィルム等
機能性液剤：食品、化粧品等の粘度調整剤

セルロースナノファイバーによる新市場創造戦略

※平成２５年度製造基盤技術実態等調査（製紙産業の将来展望と課題に関する
調査）報告書（三菱化学テクノリサーチ）より抜粋
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我が国ガラス産業の今後の政策の方向性

ガラス産業は、中国等の新興国の需要が拡大する成長市場である一方、先進国の需要は成熟
化し、価格競争が激化。特に国内市場は建設投資等の減少により構造的に需要が減少傾向。
こうした中で、生産性・収益性の向上を図っていくことが重要。

国内外の市場・需給動向、将来見通し等を調査分析し、我が国のガラス産業の生産性・収益性
の向上のための課題と対応の方向性を検討していく。
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○国内外の市場・需給動向、将来見通し等を調査分
析し、我が国ガラス産業の生産性・収益性の向上
のための課題と対応の方向性を検討。

【今後のガラス産業について】

＜世界の板ガラス市場シェア＞ ＜高付加価値製品（例）＞

（Low-E複層ガラス）

（出典）日経業界地図２０１４

ガーディアン
（米）
11%

サンゴバン（仏）
1５%

日本板硝子（日）
1３%

旭硝子（日）
1６%

その他
4５%

【板ガラス出荷額推移（国内）】

（出典）生産動態統計
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我が国医療分野の課題への対応・今後の政策の方向性

再生医療は、従来の手法では治療困難とされる疾患の根本治療に路を開くことが期待されてお
り、今後市場が拡大することが見込まれている。

患者を層別化し、より効果のあるバイオ医薬品を用いた個別化医療の推進が課題。
 「根拠ある医療」を提供し、奏効率の高い医療を追求していくことが課題。
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○再生医療

・昨年、再生医療等安全性確保法、薬機法（改正薬事法）が施行
され、また、再生医療等製品の保険収載化が決定した。

・今後、研究開発や臨床研究に加えて、安定的な細胞
調達や再生医療の拠点整備が課題となる。

○個別化医療

・患者を層別化し、より効果のある医薬品を提供する
個別化医療が世界の医療を標準となりつつある。

・他方、市場が圧縮されることから、開発インセンティブや
個別化医療の核となるバイオ医薬品の製造技術が課題。

○根拠ある医療（Evidence Based Medicine)

・健康寿命を維持し、より効果の高い医療を追求する観点
から、根拠ある医療（EBM）の推進は重要な課題。

・患者による診療ガイドラインへのアクセスの改善などが
望まれる。

疾患分野 薬剤の有効率 疾患分野 薬剤の有効率

がん ２５％ 糖尿病 ５７％

アルツハイマー病 ３０％ 喘息 ６０％

Ｃ型肝炎 ４７％ 不整脈 ６０％

骨粗鬆症 ４８％ 統合失調症 ６０％

関節リウマチ ５０％ 鬱病 ６２％

偏頭痛（急性） ５２％ 鎮痛（Cox‐2） ８０％

医薬品の有効率は必ずしも高くない



 2030年に向け「バイオ経済(Bioeconomy)」が拡大、世界市場は約1.6兆ドル（約192兆円）へ拡大。少なくとも、
我が国のシェアが１０％以上の確保を目指すべき。医薬品分野に加え、拡大の鍵は産業利用（物質生産、バ
イオエネルギー、バイオミメティクス）へ。

 中核技術は、「ゲノム編集技術」、「第3・4世代シーケンサー」となる。組換えの自由度が大幅に増加し、生産
活動が本格化。遺伝子の読み込みが高速化・低価格化。

 横断的課題では、安全性・消費者の理解、経済性の向上、研究開発、規制改革、人材育成が必要。
 今後、必要に応じて、産業界の参加を得ながら、産学官の具体的な戦略作りを進めるべき。

○「ゲノム編集技術」による世界の大転換

○物質生産（植物二次代謝機能で高機能物質）

・植物の二次代謝機能を
用いることにより、化学
では工程が多過ぎて、
生産不可能な物質に
ついても、生産が可能に。

・植物は多品種少量生産で
非効率であるため、代謝
回路を集約し、特定物質
の生産に特化する様に、
大規模なゲノム編集が必要に。

○新しい医薬品の登場（糖鎖・腸内フローラ）

・ゲノム編集技術では、
遺伝子組換えの時代
とは、異次元の規模
かつ自由度で遺伝子
組換えが可能に。
産業化の足がかりに。

・技術の取り扱いに
ついても、様々な
検討が開始。

○バイオミメティックスの本格化

特
定
物
質
の
生
産
に
特
化

・例えば医療では
遺伝性疾患や
がんの遺伝子を
直接入れ替える
ことで根治する
可能性がある。

蓮の葉

イルカの動きを模倣
（シャープ）

超撥水ウインドウ
（日産自動車）

・生体の形態（表面構造、分泌物、動き、ネットワーク）を
模倣することにより、技術として利活用する。

・日本が先行する糖鎖識別技術を用いることにより、創薬ターゲット
の絞り込みが可能となり、大幅に増加させることが可能。

・がん、神経、肥満、美容など、健康に全般的に影響を与える
腸内フローラを着目し、予防医療を本格化することが可能に。

糖鎖を識別できれば
過去にあきらめた
創薬ターゲットを利用可能

腸内にいる腸内細菌
が健康に大きな影響
を与えている。
（NHK）

ゲノム編集技術

第３～４世代シーケンサー（クオンタムバイオシステムズ）

産業構造審議会
製造産業分科会
バイオ小委員会

バイオ技術による新市場の創造
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消費財需要の拡大策

◆国内消費市場はデフレ脱却の兆し。また、消費者のニーズは多様化し、消費スタイルも変化。

◆消費財（衣類・服飾品、化粧品、自動車など）市場について、①ビッグデータの活用等を通じた、
多様な消費者ニーズを反映した商品開発、②ＩＴの活用等を通じた製造・流通・販売の最適化、
③メイド・イン・ジャパンのブランド化のための方策、④消費者体験型イベント等、購買の機会づ
くりのためのプロモーション、等を検討中。

出典：野村総合研究所「生活者1万人アンケート調査」

【消費者物価指数の推移】

40
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2000 2003 2006 2009 2012

自分が気に入った付加価値には対価を払う

商品にこだわりはなく、安ければ良い

【消費スタイルの変化】

出典：総務省「消費者物価指数」

①消費者ニーズを把握した商品開発 ②ITの活用等を通じた製造・流通・
販売の最適化

③メイド・イン・ジャパンの
ブランド化

④体験型イベント・購買の機会づくり

【主な検討課題】

出典：Tweed Run Tokyo実行委員会

※ビスコテックスシステム（セーレン 株式会社）
ＩＣＴによる企画・製造・販売を一元化したデジタルプロダクションシステム
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我が国繊維産業の課題への対応・今後の政策の方向性

◆繊維産業の課題は、①高付加価値化、②非衣料分野の開拓、③海外市場獲得。

◆織り・編み、染色整理加工、縫製の3工程を日本国内で行っている国産衣料品を対象として、認証ラベ
ルを付す、表示制度「Ｊ∞ＱＵＡＬＩＴＹ」を創設。国内外の消費者に対して国産品の魅力・価値を分かり
やすく情報発信を行うことが狙い。本年秋冬モノからスタート。

◆若い世代を中心において「きもの」に対する関心の高まり等をチャンスに捉え、「きもの」の新規需要開
拓のために必要な取組や「きもの」を活用した地方創生のあり方の検討のため、有識者による研究会
を設置。６月取りまとめに向けて議論中。

②和装振興研究会について①J∞QUALITY制度について

１．ビジネスとして自立できるきもの産業のあり方
２．きものの活用による地域経済の活性化、海外発信のあり方
等について検討を行う。

実施団体：日本ファッション産業協議会
http://jquality.jp/

出典:第1回和装振興研究会資料

「江戸小紋のデザイン等を活かした
アクセサリ（株式会社二葉）」

出典:第1回和装振興研究会資料
「きものショー（西陣織会館）」
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（参考）繊維産業の現況・市場・今後の動向

繊維製造業全体では、出荷額は、リーマンショック後の落ち込みから緩やかに回復傾向。円安
等に伴う国内回帰の動きも見られる。

アパレル製品の輸入依存率は数量ベースで９７％に達するが、最近、訪日外国人等を中心に
国産品の品質が再評価されつつある。

高付加価値品へのシフト、新規分野の開拓、海外進出等、個々の企業戦略は多様化。

【繊維産業の出荷額の推移】

出典：2011年は総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査」、

それ以外の年は経済産業省「工業統計」 産業編 従業員4人以上

（兆円）

【多様化する企業戦略】

高付加価値化

新規分野開拓 海外市場獲得

非アパレル分野への用途拡大

地域資源のブランド化

海外展示会への出展
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出典：生産：2011年は総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査」、

それ以外の年は経済産業省「工業統計」／財務省「貿易統計」

1998 2000 2005 2010 2013

【国内アパレル市場における輸入品シェア】
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我が国住宅産業の課題への対応・今後の政策の方向性

 住宅関連産業は、住宅投資１５．６兆円、リフォーム７．５兆円で、我が国の経済を支える基幹産業。足下、
消費税率引き上げに伴う反動減の影響等で厳しい状況。今後、中長期的に人口減少、少子高齢化の状況
の中で、既築住宅の品質・性能を高め、ストック型の住宅市場の拡大を図っていくことが重要。

 昨年５月末にリフォーム市場の活性化に向けて、優良なリフォーム事業者の「見える化」、建物価値の適正
な評価に基づいたリフォームローン等の金融支援、人材育成等の重要性を提言。今後、「先進的なリフォー
ム事業者表彰」を全国に拡大するとともに、魅力的なまちづくり・住環境の向上、他業種との連携による新ビ
ジネス創出等を検討していく。
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○独自のビジネスモデルで他者と差別化された強みを有
するリフォーム事業者を表彰（２６年度創設）。

○２６年度は３大都市圏で２３事業者を表彰。

【先進的なリフォーム事業者表彰】
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【新設住宅着工戸数とストック住宅数の推移】

住宅数 世帯数 新設住宅着工戸数

（万戸）（万戸）

（出典）国土交通省資料
住宅ストック推計値）一般財団法人ベターリビング サステナブル居住研究センター作成
世帯数推計値）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（2014年4月推計）

（右軸）



インフラ輸出（水ビジネスの例）

単品の機器輸出にとどまらず、事業全体のトータルコーディネイトや事業運営を行うプライムコ
ントラクターとして日本企業が水ビジネスを受注することを目標とし、案件受注に向け、様々な
ツールを有する関係機関との連携により、継続的な支援を実施。

 これまで、商社を中心に、既存の海外水事業者の買収や出資等の実績が蓄積されてきた一方
で、厳しい競争の中で、日本発の技術やノウハウで「稼ぐ」ことがあまりできていない実態もあ
る。こうした実態を踏まえ、平成27年度に、研究会を設置し、今後の水ビジネスの海外展開の方
策等について検討していく。
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 高付加価値が求められる分野・市場（耐震化、
海水淡水化、汚水・汚泥処理など）や自治体と
連携した大規模案件に重点的に取り組む。

 上流から自治体の関与を拡大し、政策立案、事
業ノウハウ等の提案を通じて、日本発の技術や
ノウハウによる海外展開を行う事業者を支援。

今後の海外展開の方向性

 政府系金融機関による低利資金
 事業実施可能性調査
 企業ミッション派遣やセミナーの開催
 招へい事業の実施
 専門家派遣などの技術協力

政府としては引き続きインフラ輸出支援策を実施

日本企業が案件受注に成功した例
（イラク・淡水化プラント）

 経済産業省では、民間企業が単独で入り込みづらいイラ
クにおいて、日本企業による案件受注を後押しするため、
官民連携水ミッションを2013年（バスラ）、2014年（バクダッ

ト）に派遣し、日本の水処理技術の売り込みを図る水セミ
ナーを開催。

バスラ

バグダット

 ２０１３年１２月、イラク初の
大型ＲＯ（逆浸透）膜淡水化
プラント、２０１４年１０月にRO
前処理設備の整備事業を日
立製作所をプライムコントラ
クターとするコンソーシアム
が受注。


